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１．産業実態の変化
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情報サービス産業規模は着実に拡大

情報サービス産業の売上高・従業員数の推移
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出典：「特定サービス産業実態調査」　
経済産業省

経済産業省「工業統計」出典：（社）日本自動車工業会 内閣府「国民経済計算年報」、総務省「労働力調査」、経済産業省「平成１２年簡易延長産業連関表」

自動車製造産業：
　　４３．２兆円（平成１４年）

電気・電子産業（ハード）：
　　６６兆円（平成１２年）

鉄鋼業：
　　１２．０兆円（平成１５年）

繊維産業（製造分野）：
　　８．１兆円（平成１２年）
※アパレル・小売を含めると４７．２兆円

【他産業の売上高】 【他産業の従業員数】
自動車製造産業：
　　　　７１．９万人（平成１４年）

電気・電子産業（ハード）：
　　　　１９４万人（平成１２年）

鉄鋼業：
　　２１．０万人（平成１５年）

繊維産業（製造分野）：
　　６８．０万人（平成１２年）
※アパレル・小売を含めると１８３万人

人 百万円

■　我が国の情報サービス産業は、平成１５年で売上高１４兆円、就業者数５７万人。平成５年の産業規
模（６．５兆円、４５万人）から着実に成長。我が国基幹産業といわれる他産業と遜色ない規模。
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情報通信機器（パソコン、携帯機器、サーバ等）

ソフトウェア（ビジネスアプリケーション、組込みソフトウェア等）

ブロードバンド回線等のITインフラストラクチャー
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e-Gov.
…

情報サービス・ソフトウェアの位置付けも変化－単なる「道具」から「インフラ」へ

例：組込みシステム開発費全体　
　
　　に占めるソフトウェア開発費の
　　割合＝４０％

価値を実現する部分製
造
業

機
械
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作
機
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…

■　産業規模の量的拡大のみならず、情報サービス・ソフトウェアは経済社会の基盤、あらゆる産業の価
値実現のインフラとして、その役割の質が深化。求められる機能も複雑化・高度化。

出典：「２００５年版組込みソフトウェア産業実態調査」
　　　　経済産業省
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２．我が国のＩＴ投資の現状



5

ＩＴ投資規模の国際比較

【日本のＩＴ投資の対ＧＤＰ比率は国際的に見て低い】

1252243,6648988,631ＩＴ投資額

4,76712,300104,46045,450306,280名目ＧＤＰ

韓　国中　国米　国日　本世　界　

(出典：IDC, 「The Worldwide Black Book,2003」）

【日本の民間資本ストックに占めるＩＴ
資本ストックは米国に比べて低い】

（出所：内閣府、Bureau of Economic Analysis 「National Economic Account」）

(単位：億ＵＳドル)
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我が国のＩＴ投資は、投資規模において国際的に大きく遅れている。

年
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ＩＴ投資と生産性の関係（産業別）

ＩＴ投資の多寡による生産性の差をみると、米国ではＩＴ高集約産業の年平均生産
性上昇率は、ＩＴ低集約産業の上昇率をはるかに上回っている。

0.912.441.02全産業

-0.261.050.00ＩＴ低集約
産業

3.103.792.39ＩＴ高集約
産業

2000～
2001

1995～
2000

1989～
1995

（出所：米国商務省「デジタルエコノミー2004」平成16年）
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（注）労働者（ＦＴＥ）一人当たりＩＴ機器（コンピュータ及び関連機器
、ソフトウェア、その他情報処理機器）使用集約度を「ＩＴ集約度」と
し、すべての産業をランク付け。

そうした産業を２つのグループに分類し、それぞれがＧＤＰ総計の
５０％を占めるようにし、高い方を「高ＩＴ集約産業」、低い方を「低Ｉ
Ｔ集約産業」とした。

年

生産性

（労働者一人当たりＧＤＰ／ＦＴＥ上昇率）



7

ＩＴ投資と生産性の関係（産業別）

産業別にＩＴ資本比率と生産性の関係を日米間で比較してみると、アメリカではＩＴ資
本比率の高い産業ほど生産性上昇も加速する傾向があるが、日本ではそのような
相関関係がみられない。

【ＩＴ資本比率とＴＦＰ上昇率の相関関係の日米比較】

（出所：内閣府「世界経済の潮流　2004年春」平成16年4月）
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企業部門での戦略的な情報投資の遅れ

日米韓で比較すると、我が国では企業部門での戦略的な情報投資が遅れている。
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経営課題としての情報セキュリティの位置付け

ＩＴが社会や顧客への影響、経営に与える影響が大きくなっており、

「情報システムのリスク」を挙げる企業は多い。

企業が今後調査分析対象として捉えているリスクファクター
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（出所：経済産業省「2003年事業リスク評価・管理人材育成システム開発事業　調査アンケート」）

Ｑ．「今後調査・分析を行う必要性を感じているリスクファクターはありますか」
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51.5%

62.1%

39.8%

19.6%

32.7%

53.4%
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18.3%

13.6%

0.3%

1.9%
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コストがかかりすぎる

費用対効果が見えない

教育訓練が行き届かない

従業員への負担がかかりすぎる

対策を構築するノウハウが不足している

どこまで行えばよいか基準が示されていない

トップの理解が得られない

情報を資産として考える習慣がない

最適なツール・サービスがない

そ　の　他

無　回　答

我が国企業が情報セキュリティ投資を行う上で障害と感じる主な要因は、
　①費用対効果が見えないこと、②どこまで行えばよいか基準が示されていないことという回答が多い。
我が国企業の緊急事態対応計画も、策定済が7.9％、現在作成中が12.0％にとどまり、米国に比較して相
遅れている。

大手・中堅企業における情報セキュリティ投資の障害
（重要インフラ業種を除く）

（出所：警察庁｢不正アクセス行為対策等の実態調査｣2003年12月）

N=367

情報セキュリティ対策の現状

7.9%

12.0%

34.9%

43.3%

1.4%0.5%

定めている 現在作成中である
作成を検討している 定めていない
必要ない 無　回　答

大手・中堅企業における緊急事態対応計画

の策定状況（重要インフラ業種を除く）

米KPMG”KPMG 2002 BUSINESS CONTINUITY STUDY”の調査
(2002年）によると、米国では、BCP策定済の企業は67％、策定中の
企業は29％であり、未対応企業は4％に過ぎない。

N=367
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日本上場企業,

9.8%

海外企業,
47%

日本上場企業,

9.7%

海外企業,
69%
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日本上場企業 海外企業

（出所：インターリスク総研調査　２００５年５月）

日本の上場企業におけるBCP策定率は、海外企業と比較して遅れている。

日本はコーポレートガバナンス・CSRの一環としての導入が最も多く、海外では既存／見込み
の顧客からの要請が中心。海外では取引先選別基準にもなっている。

企業における事業継続計画（BCP）策定動向
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ユーザ企業のIT投資の目的（国際比較）

（出所：総務省「企業経営におけるIT活用調査」2003年3月）

日本企業におけるIT投資は、コスト削減・業務効率化を重視しているのに対し、

米国企業では売上拡大・高付加価値化を目的とする割合が高い。
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ユーザ企業のベンダに対する不満

（出所：（社）　日本情報システム・ユーザー協会「IT企業動向調査（2003-2004年）」）

ユーザ企業のベンダに対する不満は「企画提案不足」が圧倒的。
多くのユーザ企業が競争力強化に向けIT活用を模索している一方で、ベンダは十分な企画提案ができ

ていない。
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ユーザ企業によるＲＦＰ（提案依頼書）の内製率

２００３年から２００４年までの１年間で、ユーザ企業のＲＦＰ（提案依頼書）の内製率は大幅に
向上。７５％の企業がＲＦＰ作成に関与しており、多くのユーザ企業がベンダ丸投げのシステ
ム開発から脱却しつつある。
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その他

（出所：（社）　日本情報システム・ユーザー協会「IT企業動向調査（2003-2004年）」）



15

ユーザ企業が開発を委託するベンダ数

委託するベンダは、1社にしぼる企業の割合が増えている。

（出所：（社）　日本情報システム・ユーザー協会「IT企業動向調査（2003-2004年）」）
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３．ＩＴコーディネータの役割
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ユーザ企業のＩＴ戦略の向上の必要性

　前述からもわかるとおり、今後におけるＩＴ投資は、ビジネス戦略、組織改革、マネジメ

ント改革等と一体不可分で行われる必要がある。

　しかしながら、我が国企業の大半においては事業部門の最適化、すなわち「部分最適」

の状態にとどまっている。「部分最適」から部門横断的にＩＴ投資が行われる「全体最適」

に移行し、経営戦略と不可分なＩＴ投資が行われるためには、経営戦略とＩＴ投資の橋渡

しを行うＣＩＯ（Chief Information Officer：「情報化統括役員」）の機能と役割が重要。

　ＩＴコーディネータは、ユーザーの立場に立って経営とＩＴを結びつけ、ユーザー企業が

新たなビジネスモデルを実現するために必要なＩＴ投資の推進を支援するプロフェッシ

ョナル。

　今後、我が国企業の競争力を強化させていくためには、ＩＴコーディネータの活躍が必

要不可欠！
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ＩＴコーディネータの役割

　大企業においては、社内にIT部門が存在しており、企業においてはCIOを設置してい

る企業も存在している。このような企業に対しては、ＩＴコーディネータが、外部ＣＩＯとして

客観的なアドバイスを行ったり、ユーザー企業内のＩＴコーディネータ資格取得者がＩＴコー

ディネータとしての役割を果たすことが重要となってくる。

　また、中堅・中小企業等ＩＴ部門がない企業やＩＴ部門はあるけれども、ＣＩＯ的役割を果

たす人材がいない企業に対しては、まさにＩＴコーディネータが、外部ＣＩＯとして、ユーザ

ー企業の経営戦略を経営者の立場に立って立案し、経営戦略実現のためのＩＴ戦略構

築をアドバイスできる人材としての役割を果たすことが重要となってくる。
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経営戦略とＩＴ投資の橋渡しを行う

ＣＩＯの機能と役割
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ＣＩＯの現状
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(3)CIOのミッションは明確に決められている

(4)CIOは情報通信技術において専門的な経験を有している

(5)CIOは会社の主要業務の経験を有している

(6)CIOは全社スタッフ部門の経験を有している

(7)CIOは、自社出身である

(8)CIOに求められる要素と水準が明確になっている

(9)CIOの育成プログラムがある、または、将来のCIO候補をある程
度絞ってキャリアを積ませている

(10)CIOは経営層と頻繁に情報交換を行っている

(11)重要なIT戦略の意思決定に経営層が加わっている

(12)CEOは自社のIT戦略・IT活用の意義について、社外の人物に
詳細に説明できる

(13)CEOはITに関する講習やレクチャーを定期的に受けている

(14)CIOはITに関する新技術、将来動向を定期的に把握している

(15)CIOはIT技術、ソリューションに関する価格動向を把握している

(16)CIOは自社に必要なIT技術は何か、またその利活用のタイミン
グを常に意識している

(17)CIO名あるいはCEO名で、社内にIT戦略・IT活用の意義を表し
た文書を公開しており、社員はその文書に常時アクセスできる

特に自信を持って実現していると思う 実現していると思う
どちらともいえない あまり実現していないと思う
実現していないと思う

○我が国企業において、ＣＩＯ設置企業は半数強（51.9％）あるものの、半数弱の企業（45.5％）が専任度合いは３割以下であり、その役割の重要性については十分に認識され

ていない状況。

○ＣＩＯの専任度合いが高い企業では、ミッションが明確に定められており、経営層と一体となってＩＴ戦略の意思決定を行い、必要なＩＴ技術をアドバイスする機能を有する等、Ｉ
Ｔ技術と経営をつなぐ機能を担っている傾向が強い。
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ャ
リ
ア
を
積

ま

せ
て

い
る

Ｃ
Ｉ
Ｏ
は
自
社

の

Ｉ
Ｔ
戦
略

・
Ｉ
Ｔ

活
用

の
意
義

に

つ
い
て

、
社
外

の
人

物

に
詳
細

に
説
明

で
き
る

Ｃ
Ｉ
Ｏ
は

Ｉ
Ｔ
技
術

、
ソ
リ

ュ
ー

シ

ョ
ン
に
関

す
る
価
格
動
向

を
把
握

し
て

い
る

Ｃ
Ｉ
Ｏ
は
自
社

に
必
要

な

Ｉ
Ｔ
技
術

は
何

か

、
ま
た

そ
の
利
活
用

の
タ

イ

ミ
ン
グ
を
常

に
意
識

し
て

い
る

500人未満 専任のCIOがいる 500人未満 専任のCIOはいない

500～2,000人未満 専任のCIOがいる 500～2,000人未満 専任のCIOはいない

2,000人以上 専任のCIOがいる 2,000人以上 専任のCIOはいない

ＣＩＯを巡る現状 ＣＩＯの専任度合いとの関係
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1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

エ
ン
タ
ー
プ
ラ
イ
ズ

・
ア
ー
キ
テ
ク

チ
ャ
の
概
念
を
導
入
し
て
い
る

自
社
の
ビ
ジ
ネ
ス
フ
ロ
ー
に
と
っ

て
、
何
を
シ
ス
テ
ム
化
す
べ
き
か
把

握
し
て
い
る

Ｉ
Ｔ
部
門
は
、
ユ
ー
ザ
部
門
の
ビ
ジ

ネ
ス
プ
ロ
セ
ス
変
革
に
と
っ
て
必
要

な
Ｉ
Ｔ
技
術
等
を
ア
ド
バ
イ
ス
し
て

い
る

重
要
な
Ｉ
Ｔ
戦
略
の
意
思
決
定
に
経

営
層
が
加
わ
っ
て
い
る

C
I
O

は
Ｉ
Ｔ
に
関
す
る
新
技
術

、

将
来
動
向
を
定
期
的
に
把
握
し
て
い

る

C
I
O

は

I
T

技
術

、
ソ
リ
ュ
ー

シ
ョ
ン
に
関
す
る
価
格
動
向
を
把
握

し
て
い
る

Ｃ
Ｉ
Ｏ
は
自
社
に
必
要
な
Ｉ
Ｔ
技
術

は
何
か
、
ま
た
そ
の
利
活
用
の
タ
イ

ミ
ン
グ
を
常
に
意
識
し
て
い
る

500人未満 可視化されている 500人未満 可視化されていない

500～2,000人未満 可視化されている 500～2,000人未満 可視化されていない

2,000人以上 可視化されている 2,000人以上 可視化されていない

（出所）経済産業省「ＩＴガバナンス
に関する企業動向調査（平成１７
年３月）

※指標の見方：

特に自信を持って実現している=1、

実現していると思う=2、

どちらともいえない=3、

あまり実現していないと思う=4、

実現していないと思う=5、

として回答の平均を算出している。

したがって、１に近いほど実現度合

いが高い

高

低

可視化

○可視化が進んでいる企業は、ＩＴガバナンスの熟度が高く、ＣＩＯが機能している。

Ｉ
Ｔ



22（出所）経済産業省「ＩＴガバナンスに関する企業動向調査（平成１７年３月）

可視化とパフォーマンス

1 . 0

4 9 . 4

2 9 . 3

3 3 . 3

2 9 . 3

2 . 5

2 4 . 2 1 6 . 2

1 3 . 6 1 . 2

0 % 1 0 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 1 0 0 %

ス テ ー ジ ③ 、 ④ （ 可 視 化 が 実 現 し て い る ）

ス テ ー ジ ① 、 ② （ 可 視 化 は 実 現 し て い な い ）

特 に 自 信 を 持 っ て 実 現 し て い る と 思 う 実 現 し て い る と 思 う

ど ち ら と も い え な い あ ま り 実 現 し て い な い と 思 う

実 現 し て い な い と 思 う

0.0

32.1

12.1

48.1

38.4

12.3

30.3 19.2

4.9 2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ステージ③、④（可視化が実現している）

ステージ①、②（可視化は実現していない）

特に自信を持って実現していると思う 実現していると思う

どちらともいえない あまり実現していないと思う

実現していないと思う

2 . 1

3 6 . 3

1 1 . 3

4 2 . 5

3 8 . 1

7 . 5

2 3 . 7 2 4 . 7

6 . 3 7 . 5

0 % 1 0 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 1 0 0 %

ス テ ー ジ ③ 、 ④ （ 可 視 化 が 実 現 し て い る ）

ス テ ー ジ ① 、 ② （ 可 視 化 は 実 現 し て い な い ）

特 に 自 信 を 持 っ て 実 現 し て い る と 思 う 実 現 し て い る と 思 う

ど ち ら と も い え な い あ ま り 実 現 し て い な い と 思 う

実 現 し て い な い と 思 う

可視化が進んでいる企業を「ステージ③」以上と定義すると、「ステージ③」以上の企業はＩＴ投資による高い効果を享受してい
る。

1.1

26.0

8.6

50.6

51.6

7.8

18.3 20.4

2.6 13.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ステージ③、④（可視化が実現している）

ステージ①、②（可視化は実現していない）

特に自信を持って実現していると思う 実現していると思う

どちらともいえない あまり実現していないと思う

実現していないと思う

可視化の実現度合い別にみた「迅速な経営」の実現度合い

可視化の実現度合い別にみた「組織のフラット化」の実現度合い

可視化の実現度合い別にみたＩＴ投資による「新商品や新サービス開
発」の実現度合い

可視化の実現度合い別にみたＩＴ投資による「在庫の大幅な減少」の実
現度合い

1.0

49.4

29.3

33.3

29.3

2.5

24.2 16.2

13.6 1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ステージ③、④（可視化が実現している）

ステージ①、②（可視化は実現していない）

特に自信を持って実現していると思う 実現していると思う

どちらともいえない あまり実現していないと思う

実現していないと思う

2.1

36.3

11.3

42.5

38.1

7.5

23.7 24.7

6.3 7.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ステージ③、④（可視化が実現している）

ステージ①、②（可視化は実現していない）

特に自信を持って実現していると思う 実現していると思う

どちらともいえない あまり実現していないと思う

実現していないと思う
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CIOに必要な取り組み７項目

（１）「IT戦略ビジョン」の策定と経営層の支援獲得

（２）現状の可視化による業務改革の推進とITによる最適化の実現

（３）安定的なIT構造（アーキテクチャ）の構築

（４）ITマネジメント体制の確立

（５）IT投資の客観的評価の実践

（６）IT人材の育成・活用

（７）情報セキュリティ対策・情報管理の強化

※当該報告書の詳細はこちらをご覧下さい。　http://www.meti.go.jp/press/20051221001/20051221001.html
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ユーザ版ＩＴスキル標準の策定

※ISスキル標準の特徴

●情報システムが、企業活動に直接的な影響を及ぼす重要インフラとなったことを踏まえ、ユーザ企業における情報システム機能を経営
的観点から体系的に整理したもの。

●従来、可視化されていなかった情報システム機能を、業務レベルで洗い出し、その業務に求められるスキル、知識を一覧化したもの。

●ユーザ企業固有の業務である戦略立案企画①調達、②評価、③利活用、に関する職務とその能力も定義したもの。

※ISスキル標準の範囲と分類

ISスキル標準対象範囲

【ＩＳ戦略の立案と実行】

事業
戦略
立案

全社戦略

事業
戦略
評価

IS
戦略
評価

【IS戦略以外の機能別戦略の立案と実行】

・・
・・

・

経営・管理

Ｒ＆Ｄ

生産・物流

経営・管理

Ｒ＆Ｄ

生産・物流

経営・管理

Ｒ＆Ｄ

生産・物流

経営・管理

Ｒ＆Ｄ

生産・物流
・・

・・
・

経営・管理

Ｒ＆Ｄ

生産・物流

経営・管理

Ｒ＆Ｄ

生産・物流

経営・管理

Ｒ＆Ｄ

生産・物流

経営・管理

Ｒ＆Ｄ

生産・物流
・・

・・
・

経営・管理

Ｒ＆Ｄ

生産・物流

経営・管理

Ｒ＆Ｄ

生産・物流

経営・管理

Ｒ＆Ｄ

生産・物流

経営・管理

Ｒ＆Ｄ

生産・物流

（戦略立案） （計画策定） （導入） （活用）（計画評価） （戦略評価）

IS計画

策定
IS導入

IS計画

評価

ＩＳプロジェクト・マネジメント

IS活用

ＩＳ保守・運用

プログラム・マネジメント

支援 （セキュリティ、システム監査など、ＩＴガバナンス機能を含む）

個別案件

・・
・・

・
・・

・・
・

・・
・・

・
・・

・・
・

・・
・・

・
・・

・・
・

・・
・

IS
戦略
立案

　内の各機能について、
大項目、中項目、小項
目に分割し、それぞれ
を実現するためのスキ
ルと知識を定義して、
一覧化。

現行の企業における組織
や人材の在り方、想定され
る本スキル標準の活用を
踏まえて、職種（職務）とそ
のレベルを設定する。

次年度

（本格的な活用、改善の年）

●研修ロードマップ

● スキル構築マニュアル（自社
内活用するためのガイド）

● スキル診断
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中小企業におけるIT利活用の現状
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従 業 員 一 人 当 た りの ＰＣ台 数

0.55 0 .60 0 .65 0 .70

～ 99人

100人～ 299人

300人～ 999人

1000人～ 4999人

5000人～

（台 数 ）

中小企業のＩＴ活用の実態

１企業当たり情報関連費用

7,104

18,436

53,288

211,791

1,349,709

1 100 10,000 1,000,000 100,000,0
00

～99人

100人～299人

300人～999人

1000人～4999人

5000人～

（万円）

（出所：経済産業省「平成１５年情報処理実態調査」平成１６年９月）

　１．足立区ＩＴ活用実態調査（平成１７年２月）
　　　有効回答　３，５０６
　　　１～４人の企業　ＩＴ未導入　４３．１％　　うち予定なし　６９．３％
　　　５～９人の企業　ＩＴ未導入　２４．６％　　うち予定なし　６５．２％

　２．荒川区区内製造業経営実態調査（平成１５年８・９月調査）
　　　有効回答　１，０４５（１～４人が６９０，５～９人が２０５）
　　　１～４人の企業　パソコン導入率　３０．３％　
　　　　　　　　　　　　 　電子メール利用　１２．９％

　　　５～９人の企業　パソコン導入率　７１．２％　
　　　　　　　　　　　　　　電子メール利用　３６．１％

　
　３．宮崎県経営実態調査（小売業等）（平成１５年７～１１月）
　　　○小売業　有効回答　１，２７０（１～４人が６７．６％、

５～９人が１１．８％）
　　　　　パソコンを利用している　　　　　４５．３％　
　　　　　持っているが経営には未使用　１３．７％
　　　　　パソコンは持っていない・不明　４１．０％
　　　
　　　○サービス業　有効回答　５２２（１～４人が６１．９％、

５～９人が７．５％）
　　　　　パソコンを利用している　　　　　２３．６％　　
　　　　　持っているが経営には未使用　１８．６％
　　　　　パソコンは持っていない・不明　５７．８％

中小企業のＩＴ化は依然として遅れている。



27

経営全般におけるＩＴ導入の位置づけ

ＩＴ導入の位置づけについてはきわめて重要であるとするが38.3%、やや重要であるが48.6%。9割の企業でＩＴ導入に対する重要性を認識。

ＩＴ導入の効果がでている企業ではＩＴ導入の位置づけが極めて重要であるが77.3%と高い。効果がでている企業ほどＩＴ導入の位置づけが高い傾向にある。

Ｑ　貴社の経営全般において、ＩＴ導入の位置づけは、どの程度重要だとお考えですか。（○は１つ）Ｑ　貴社の経営全般において、ＩＴ導入の位置づけは、どの程度重要だとお考えですか。（○は１つ）

38.3

77.3

37.6

7.1

48.6

21.5

58.2

56.8

6.5

21.3

2.4

0.6

9.3

3.1

0.6

1.2

1.9

0.2

3.8

0.5

1.6

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

効果がでている

どちらかといえば効果がでている

どちらともいえない、
効果がでていない

極めて重要である　　 やや重要である　　　 どちらでもない　　　

あまり重要ではない　 重要ではない　　　　 無回答　　　　　　　

（n=835）

（n=172）

（n=423）

（n=183）
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ＩＴ導入効果の「期待するもの」と「実現したもの」のギャップ

ＩＴ導入の効果への期待が高く実現したものは事務等、定型業務の生産性向上。

ＩＴ導入の効果への期待が高く、実現しなかったものは顧客ニーズの迅速、的確な把握(差分37.0ポイント)、商品・サービスの高度化による顧客満足度の向
上(差分34.8ポイント)、顧客や取引先との緊密な連携(差分29.4ポイント)。

Ｑ　＜ＩＴ導入効果として「期待するもの」＞　／　＜ＩＴ導入効果として「実現したもの」＞Ｑ　＜ＩＴ導入効果として「期待するもの」＞　／　＜ＩＴ導入効果として「実現したもの」＞

77.5

55.7

65.4

50.5

56.5

72.4

74.3

72.7

61.7

28.6

38.8

22.4

33.8

43.0

37.3

37.9

15.8

27.1

26.6

28.1

22.7

29.4

37.0

34.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①事務等、定型業務の生産性向上

②企画・開発等、非定型業務の生産性向上

③経営判断、事業展開のスピードアップ

④業務プロセス全体の再構築（ＢＰＲ）

⑤社内コミュニケーションの活発化や
情報・知識の蓄積・共有

⑥顧客や取引先との緊密な連携

⑦顧客ニーズの迅速、的確な把握

⑧商品・サービスの高度化による
顧客満足度の向上

期待 効果 差分（期待－効果）

期待どおり
の効果

期待と実現
のギャップ

期待は
やや少ない

（n=835）
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Stage1 Stage2

2001　　 　 　　　　2003　　　　　　 　 　200６　～

◆ＩＴ基本法

◆IT戦略本部設置
（本部長：内閣総理大臣）

ＩＴ基盤整備

ee--JapanJapan戦略戦略Ⅱ　Ⅱ　
(2003(2003年年77月月))

ee--JapanJapan戦略戦略
(2001(2001年年11月月))

ＩＴ利用・活用重視

我が国のＩＴ戦略の歩み

ＩＴの構造改革力の追求

世界のＩＴ革命を先導　　
するフロントランナー

自律的ＩＴ社会の実現

ＩＴ新改革戦略ＩＴ新改革戦略
(200(200６６年年１１月月))



30

子どもたちや技術への投資ネットワークインフラの整備

改革改革
－－ITIT化を妨げる社会的制約を排除－化を妨げる社会的制約を排除－

○課題解決力を通じた国際
貢献・国際競争力強化

国際貢献・国際競争力強化

○ＩＴの「新たな価値を生
み出す力」や「課題解決
力」で構造改革を推進

構造改革による飛躍

○ユニバーサルデザイン化
されたＩＴ社会を構築

利用者・生活者重視

改　革

ＩＴＩＴ
－改革を支えるツール－－改革を支えるツール－

ＩＴＩＴ
（改革を支えるツール）（改革を支えるツール）

ITIT化を妨げる化を妨げる
社会的制約を排除社会的制約を排除

ＩＴ新改革戦略
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世界トップクラスのＩＴ経営の実現の必要性

現
状
と
課
題

　企業のＩＴ導入は進んでいる。一方で
　①　企業内においてＩＴが有効活用できていない場合がある。
　②　活用されていても 企業内の一部門での活用に留まっている場合が多い。

　③　中小企業分野では、大企業に比較してＩＴの有効活用がなされていない。

原　

因

　①　ＩＴに関する知識・利用・活用能力・取組意識の不足といった人材面の問題
　②　導入コストが高い、投資対効果が不明確といった費用面の問題
　③　電子商取引の仕様が業界・企業ごとに異なっている問題　　　　　　　　等

対　

策

　①　ＩＴを活用した生産性や顧客満足度等の向上のための戦略的投資を促進　　　　　
　　するため、「ＩＴの戦略的導入のための行動指針（仮称）」を策定し、普及を図　
　　る。
　②　大企業・公開企業を中心にＣＩＯの設置を促進する。
　③　経営者を中心にＩＴ化の有用性の理解の浸透を図るため、成功事例を
　　１０００件以上公表する。
　④　基幹業務でのＩＴ活用、ＥＤＩや電子タグの活用、デジタルコンテンツ事業等　
　　を実施する中小企業者を支援する。
　⑤　ＩＴによる中小企業の経営革新を促進するため、ＩＴコーディネータ等外部専
　　門家を活用する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
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中小企業のＩＴ利活用支援

★早稲田大学　平野雅章教授による「ＩＴ投資と経営成果」分析結果～2005年12月2日日経新聞経済教室より～　

　ＩＴ投資から経営成果を得るためには、ＩＴ投資の規模に見合う組織ＩＱ（注１）を持っている必要

があり、組織ＩＱが低い企業は、それを高めるための組織投資とＩＴ投資をバランスよく行う必要がある。

つまり、「情報化投資の果実を得るためには、高い組織能力を持つ必要がある」というのが、最も重要

なポイントである。

（注１）組織ＩＱ･･･組織の意思決定能力を測る尺度で、「外部情報感度」「内部情報感度」「効果的な意思

決定機構」「組織フォーカス（決定方針に組織全体が経営資源と努力を集中するレベル）」「継続的改善

（または情報化時代のネットワーク）」の５次元からなる。日本を含む先進国における複数の実証研究で

は、組織ＩＱと経営結果との間に相関関係があることが知られている。

　※詳細については、経営情報学会２００５年度秋期全国研究発表大会予稿参照

★外部ＣＩＯスキル分析調査～経済産業省　平成１７年度ＣＩＯ育成・活用型企業経営革新事業による調査～　

　中小企業における「ＩＴ経営」実現のために、ＩＴコーディネータとして求められる役割・スキル等は何か
を、いくつかのケーススタディーを通じて調査分析中。平成１８年度に報告書を公表予定。

（例）中小企業のＩＴ経営をいくつも実現させているＩＴコーディネータは、公的機関による中小企業支援施策をきっかけ
として、支援を開始。中小企業経営者の話をじっくりと聞き、経営者の思いを理解することにより、中小企業経営者の
信頼を構築することができる。信頼を構築して始めて、ホンネの相談をしてもらえるようになっている　等
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中小企業のＩＴ利活用支援　～ＩＴ経営応援隊の活用～

　① ＩＴ経営教科書作成委員会
　② ＩＴ経営百選選考委員会
　・ ＩＴ経営百選トップコミュニティ

　　　～ＩＴ経営百選最優秀企業の経営者によるＩＴ経営百選トップコミュニティを組織。
　　　　 ＩＴ経営に関する啓蒙普及活動（経営者向けセミナー等）、
　　　　 ＩＴ経営応援隊事業等への意見
　③ 中小企業者向け経営相談事業（インターネット上のＴＶ電話等を活用した実証事業）

　　　　　　　　　　　　
２　地域ＩＴ経営応援隊　（事業各地域の特性に合わせて、ＩＴ経営応援隊事業目的にあった各種事業を展開）

＜ＩＴ経営応援隊　事業目的＞
　中小企業における経営改革のためのＩＴ活用を促進し、中小企業における企業競争力の強化
及び中小企業のＩＴ活用を支援する地域情報サービス産業の企業競争力の強化、ひいては我が
国産業全体の競争力強化を図ることを目的に、民間企業、金融機関、ＩＴコーディネータ等専門
家、地方自治体、中小企業支援機関及び経済産業省がＩＴ経営応援隊を設置。

北海道、東北、関東、中部、近畿、ちゅうごく、四国、九州、沖縄エリアに分けて、地域ＩＴ経
営応援隊を設置。

１　本体事業　（各地域の特性に依存しない全国共通で行ったほうが良いと思われる施策）

１５

詳細については、ＩＴ経営応援隊ホームページをご覧下さい。　http://www.itouentai.jp/
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ＩＴコーディネータへの期待①

　経営は、外部環境や内部環境に応じて、日々変わるもの。また、情報技術
においてもドッグイヤーの速さで技術革新が進む分野。

　両者に精通したＩＴコーディネータがユーザー企業のＩＴ戦略立案を支援する
ためには、ＩＴコーディネータの絶え間ないスキルアップが必要となってくる。

　そのスキルアップへの努力が、ユーザー企業のIT戦略を実現させ、ユーザ
ー企業への信頼を勝ち得るとともに、ITコーディネータのブランド力向上、引

いては日本企業の国際競争力強化へ繋がるのである。

　ＩＴコーディネータには、日々自己研鑽に励んで頂き、ユーザー企業の信頼を
構築し、ユーザー企業の競争力強化、ひいては日本の国際競争力強化の一
役を担って頂くことを期待。
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ＩＴコーディネータＩＴコーディネータ

ネットワークの相互活用ネットワークの相互活用
公認会計士

税理士

中小企業診断士

ユーザー企業

ＩＴベンダー企業

ＩＴコーディネータへの期待②

我が国企業我が国企業

ＩＴ投資を通じた構
造改革の促進

ＩＴ投資を通じた構
造改革の促進

サポート

ベ
ン
ダ
ー
企
業

サ
ポ
ー
ト

我が国企業の国際競争力強化我が国企業の国際競争力強化

連　携

ＩＴコーディネータが、ＩＴコーディネ
ータのネットワークや、ＩＴベンダー
との連携等を通じて、ユーザー企
業のＩＴ戦略へのサポートを図るこ
とにより、我が国産業の競争力を
高めることを期待。
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ご清聴ありがとうございました。


